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地方独立行政法人泉佐野市行政事務サービスセンター 

令和 6 年度 事業計画 

 

 はじめに 

 

地方独立行政法人泉佐野市行政事務サービスセンター（以下「法人」という。）は、

地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という。）第 87 条の 3 第 1

項に定める設立団体申請等関係事務を処理する申請等関係事務処理法人として、令和 4

年 10 月 1 日に泉佐野市（以下「市」という。）によって設立され、令和 6 年度は、3

期目の運営となる。 

法人は、法第 87 条の 8第 1 項の規定に基づき市長から指示された令和 6 年度の年度

目標に沿って、令和 6 年度の事業計画を以下のとおり定める。 

 

第 1 事業計画の期間 

 

令和 6 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日までとする。 

 

第 2 設立団体申請等関係事務処理業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 

1 法人への円滑な業務の移行 

（1）法の枠組みに則した業務範囲 

① 次のアからウの設立団体申請等関係事務処理業務については、法人において処

理するものとし、適正かつ確実な実施に努めるものとする。 

 

ア 法別表に規定するもの 

イ 泉佐野市地方独立行政法人法別表 22 号に規定する事務を定める条例に基づ

く業務 

ウ 従来から市において外部委託している市民課、税務課、国保年金課、総務課、

介護保険課、地域共生推進課、子育て支援課、健康推進課の窓口業務のうち、

法的に法人が実施できないものを除いた業務 

 

② ①に掲げる業務のうち、令和 4 年 10 月から子育て支援課、令和 5 年 7 月から

市民課「おくやみコーナー」、10 月から市民課、総務課及び健康推進課の各窓

口業務について、法人による直接処理を順次、開始した。 
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③  ①に掲げる業務のうち、令和 6 年 4 月から税務課、国保年金課、介護保険課、

地域共生推進課の各窓口業務について、法人による直接処理を開始する予定であ

る。これにより、当初計画した窓口業務の移行は完了する。 

 

（2）業務に必要な人材確保 

  ① 法人が直接処理する業務に必要な人材の確保については、ハローワークを通じ

た職員採用及びパート職員登録のほか、市からの派遣職員又は市職員 OB 並びに

人材派遣の活用による人材の確保に努めるものとする。 

   

  ② 法人が直接処理する業務の拡充に伴う法人職員の増に対応するため、昨年に引

き続き事務局体制の充実に努めるものとする。 

 

  ③ 法人の職員数が 50 人を超えることとなることから、労働安全衛生法に基づき、

産業医及び衛生管理者を選任し、安全衛生委員会の設置及び運営を行い、法人職

員がより健康かつ安全に就労できるよう、労働環境の整備に努めるものとする。 

 

 ④ 法人職員に対して、業務遂行に必要な研修を適切に実施するものとする。 

また、個々の法人職員が、担当外の窓口業務に関する知見を広げることにより、

窓口利用者に対して必要な情報の提供や案内を行えるよう、接遇研修や個人情報

保護等の研修を行うなど、業務能力の質の向上に努めるものとする。 

 

【評価項目 1】法人職員の研修受講 

対象職員人数 受講人数（目標） 

82 人 全員 
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2 窓口利用者サービスの向上 

（1）業務処理時間の短縮 

法人が直接処理する業務については、公権力の行使に係る事務が法人に移行するこ

とによるメリットを最大限活用する観点から、現状の業務フローを見直すことなどに

より、業務処理時間の短縮に努めるものとする。 

 

【評価項目 2】法人が直接処理する主な窓口業務の処理時間 

窓口 業務の名称 
従前の 

委託時 

法人処理 

移行後（目標） 

市 民 課 戸籍謄抄本発行業務 9 分 30 秒 9 分 15 秒 

国保年金課 
後期高齢者医療被保険者証再

交付業務 
13 分 00 秒 12 分 45 秒 

税務課 
市民税・府民税所得・（非）

課税証明書の作成・交付業務 
3 分 30 秒 3 分 15 秒 

介護保険課 
要介護認定要支援認定申請受

付等業務 
10 分 00 秒 9 分 45 秒 

地域共生推進課 上下水道減免申請 12 分 00 秒 11 分 45 秒 

健康推進課 
飼い犬登録受付鑑札交付業務 

（1 件当たり） 
 12分00秒 11 分 45 秒 

子育て支援課 
児童手当認定申請処理事務 

（1 件当たり） 
 10分30秒  10 分 15 秒 

 

（2）窓口利用者の待ち時間の短縮 

前述の業務処理時間の短縮に加え、次の窓口混雑時の緩和策及び対応策を実施する

とともに、混雑時の人員体制を強化するなど柔軟な人員体制を講じることにより、窓

口利用者の待ち時間の短縮に努めるものとする。 

 

  ア 各種パンフレットや雑誌等の窓口、待合スペースへの配備 

イ 混雑時における番号札の配布 

ウ ICT 活用の検討 

 

（3）窓口環境の快適性の向上 

窓口利用者に対し、より快適な環境を提供するため、待合スペースその他の備品等

について、日々清掃及び点検し、改修又は補修の必要があれば、迅速に対応するもの

とし、各窓口の職場スペースのレイアウトを見直すなど、事務処理がスムーズになる

よう窓口職場環境の見直しにより快適性向上に努めるものとする。 
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窓口で高齢や感染症予防対策等による職員の声の聞こえづらさを解消するため、窓口

に窓口用軟骨伝導集音器を設置することにより、窓口環境の快適性向上を図るものと

する。 

また、法人の業務範囲外の相談等については、窓口利用者のプライバシー確保に配

慮し、市職員に円滑に引き継ぐものとする。 

  

（4）職員の接遇向上 

法人職員に対して適宜適切に接遇研修を実施することにより、法人職員一人ひとり

が接遇の重要性を認識し、その向上に向けて自己研鑽できる環境を整えるものとする。 

 

【評価項目 3】窓口利用者の満足度 

法人が直接処理する窓口業務の 

利用者満足度 満足と感じてい

る方 

法人処理移行後（目標） 

85％ 

 

第 3 設立団体申請等関係事務処理業務に係る業務運営の改善及び効率化に関

する目標を達成するためとるべき措置 

 

1 運営管理体制の確立 

地方独立行政法人として、自律性・弾力性・透明性の高い業務運営を行う中で、年度

目標に沿って、事業計画を着実に遂行できるよう、適切な進捗管理を行う運営管理体制

を整備するとともに、個人情報保護や業務の適正処理についての内部統制の体制を拡充

していくものとする。 

 

2 効率的・効果的な業務運営 

（1）業務執行体制の弾力的運用 

① 法人が直接処理する業務の拡充に合わせて、法人職員の配置を適切かつ弾力的

に行うものとする。また、業務処理の簡素化を検討することにより、混雑の緩和

を図るとともに窓口サービスの向上に努めるものとする。 

② 常勤以外の雇用形態も含めた多様な人材の活用を図ることにより、フレキシブ

ルな業務体制を整えながら、効率的・効果的な業務運営に努めるものとする。 

 

（2）適正な給与制度の運用 

法人の職員就業規則、職員給与規程、職員退職手当規程、パート職員就業規則その

他関係法令等の規定に基づき、職務給・能率給の原則に則した給与制度の適切な運用

を行い、人材育成に繋がる給与制度の確立に努めるものとする。 
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（3）モチベーション向上につながる評価制度の導入 

法人職員の能力や実績を的確に反映した人事評価基準に基づき、人材育成やモチベ

ーション向上につながる公正で客観的な人事評価制度の導入を図るものとする。 

 

（4）予算執行の弾力化等 

基本的には、事業計画に定める予算の範囲内で業務運営していくものであるが、災

害その他緊急に対応すべき事象が生じた場合は、予算執行を弾力的に行うことにより

対処していくものとする。 

また、効率的、効果的な業務運営に必要な場合には、多様な契約手法を活用して、

費用の節減に努めるものとする。 

 

第 4 財務内容の改善に関する事項 

 

1 資金収支の均衡 

市からの運営交付金の範囲内で予算を執行することはもとより、不測の事態が生じな

い限り、短期借入を行うことがないよう、適正な業務運営に努めながら資金収支を均衡

させるものとする。なお、運営交付金については、市との協定に基づき、必要な時期に

必要な額の交付を受けるものとする。 

 

2 費用の節減 

業務委託契約等の締結にあたっては、適正仕様に基づく適正価格で契約するほか、事

務備品その他消耗品等の経費節減を徹底し、経費の最小化に努めるものとする。 

 

第4の2 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 

1 令和 6 年度 予算                   （単位：千円） 

区 分 金 額 

収入 運営費交付金 304,476 

計 304,476 

支出 業務費 278,760 

  

  

給与費 260,845 

窓口申請業務費 17,915 

一般管理費 

  

  

  

  25,716 

報酬費 10,846 

給与費 11,176 

その他経費 3,694 

計 304,476 
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2 令和 6 年度 収支計画                 （単位：千円） 

区 分 金 額 

収入の部 経常収益 321,467 
 

運営費交付金収益 303,466 

賞与引当金見返りに係る収益 10,398 

退職金見返りに係る収益 1,010 

資産見返運営交付金戻入 6,593 

計 321,467 

費用の部 経常費用 321,467 
 

業務費 288,775 

 人件費 270,860 

窓口申請業務費 17,915 

一般管理費 
 

32,692 

 人件費 22,405 

その他経費 10,287 

計 321,467 

純損益 0 

総利益 0 

 

3 令和 6 年度 資金計画                 （単位：千円） 

区 分 金 額 

資金収入 業務活動による収入 304,476 
 

運営費交付金による収入 304,476 

前年度事業からの繰越金 0 

資金支出 業務活動による支出 303,466 
 

人件費支出  281,857 

その他の業務支出 21,609 

投資活動による支出 0 
 

無形固定資産の取得による支出 0 

翌事業年度への繰越金 1,010 

 

第 4 の 3 短期借入金の限度額 

 

短期借入金の限度額を、10,000,000 円とする。 
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第 4 の 4 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込

まれる財産の処分に関する計画 

 

該当する記載事項なし 

 

第 4 の 5 第 4 の 4 に掲げる財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しよ

うとするときの計画 

 

該当する記載事項なし 

 

第 5 その他設立団体申請等関係事務処理業務に係る業務運営に関する事項 

 

1 個人情報保護及び情報公開の徹底 

個人情報の保護については、「個人情報の保護に関する法律」に則り、漏洩防止等の

徹底に努めるとともに、システム及び関連機器等の情報管理に関するリスクの低減を図

るため、人的措置も含めて必要な対策を講じるものとする。 

また、職員研修において、個人情報の適正な取り扱いをはじめ個人情報保護の重要性

の認識を周知徹底させるものとする。 

情報の公開及び提供については、法人運営の透明性を確保するとともに、市民に対す

る説明責任を果たすためにも、市の情報公開条例の趣旨に沿って、ホームページ等を通

じて、積極的に情報の公開及び提供を行うものとする。 

 

【評価項目 4】ホームページによる情報公開の状況（目標：下表項目について公開） 

項 目 法根拠規定 

副理事長及び理事を任命したとき 第 14 条第 5項 

副理事長及び理事を解任したとき 第 17 条第 4項 

業務方法書の認可を受けたとき 第 22 条第 3項 

役員に対する報酬等の支給基準の届出をしたとき 第 48 条第 2項 

職員の給与及び退職手当の支給基準の届出をしたとき 第 57 条第 2項 

設立団体の長の定める年度目標 第 87 条の 8第 1 項 

事業計画の認可を受けたとき 第 87 条の 9第 5 項 

業務の実績等に関する自己評価結果の報告書を提出し

たとき 
第 87 条の 10 第 2 項 

評価結果の反映状況 第 87 条の 10 第 7 項 
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2 災害等における対応 

災害等の発生時は、災害等の規模や内容によっては、窓口業務においても支障が生じ

ることが想定されることから、支障の程度に即した業務継続計画を策定し、災害等の非

常時においても可能な限り業務を遂行できるように努めるものとする。 

 

3 市の調査研究等への協力 

中長期的な窓口業務の施策については、市の調査研究等に協力し、必要な情報収集や

研究を行うものとする。 

 

第 6 中長期的な観点から参考となるべき事項 

 

1 情報システム（新システムへの対応） 

「地方公共団体情報システム標準化法に関する法律」に基づく地方自治体の基幹情報

システムの統一化に関して、常に情報収集するとともに、十分な知識を習得した上で、

より正確かつ迅速なシステム操作の習熟に向けて、引き続き努めるものとする。 

 

2 総合窓口の設置 

市の総合窓口の設置については、多様な窓口対応の実現に向け、法人としては市と協

力しながら運用面からの調査研究に努めるものとする。 

また、窓口担当課との連携を進め、窓口利用者のニーズを踏まえ、利用者の書く負担

などを少しでも軽減できるよう適切で効率的な窓口体制の構築に努めるものとする。 


